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令和２年度　いすみ市水道事業決算報告書

（１）収益的収入及び支出

収　　入

第１款 水道事業収益

第１項 営 業 収 益

第２項　営業外費用営 業 外 収 益

支　　出

地 方 公 営 企

業法第２４条

第３項の規定

による支出額

円 円 円 円 円 円

第１款　水道事業費用水道事業費用 1,602,820,000 0 0

第１項　営業費用営 業 費 用

第２項　営業外費用営 業 外 費 用

第３項　営業外費用特 別 損 失

第４項　特別損失予 備 費

884,072,000

31,130,0001,555,275,000 19,430,000

20,839,000 0

0 △ 430,000

1,334,460,000

840,000 0

第 ２ 項 の 規 定

円 円

0 1,622,660,000 31,130,000

893,968,000

小    計

予 算 額

流 用
増 減 額

第 ３ 項 の 規 定 に よ る

財 源 充 当 額

合 計

業 法 第 ２ ６ 条

19,840,000

支 出 額 に 係 る

予 算 額

地方公営企業法第２４条

地 方 公 営 企

32,545,000

0

に よ る 繰 越 額

円

円

0 0

0 1,574,275,000

15,000,000 0 0 0

0 410,000 0

0 15,000,000

0 32,545,0000

0430,000

0

0

区 分

区 分
当 初 予 算 額 補正予算額

予 備 費
支 出 額

当　初　予　算　額 補　正　予　算　額

9,896,000

1,313,621,000

円

429,549,000 10,943,000 0 440,492,000
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円 円 円 円

1,653,790,000 2,027,000

28,421,491

15,000,000

円

1,303,038,951 △ 31,421,049

0 337,769

地方公営企業法
第26条第2項の規
定による繰越額合    計

1,605,405,000

32,545,000 27,360,862 0

1,535,426,669 2,027,000 67,951,331

922,389,491 （うち仮受消費税及び地方消費税 82,533,746円）

決 算 額

予 算 額 に 比 べ

備 考　　

不 用 額 備 考

決 算 額 の 増 減

決 算 額

円

15,000,000 0

88,473,238

0

5,184,138

840,000 502,231

1,563,289,762

（うち仮払消費税及び地方消費税 78,408,855円）

（うち仮受消費税及び地方消費税  1,279,077円）380,649,460 △ 59,842,540
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（２）資本的収入及び支出

収　　入

第１款 資 本 的 収 入

第１項　企 業 債

第２項　国 庫 補 助 金

第３項　工 事 負 担 金

第４項　開 発 負 担 金

支　　出

継 続 費

逓 次

繰 越 額
円 円 円

第１款　資 本 的 支 出 850,753,000 867,703,000 327,256,200

第１項　建 設 改 良 費

第２項　企業債償還金

資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額253,396,439円は、過年度分損益勘定留保資金253,396,439円で補てんした。

区 分

予  算  額

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 小 計

地 方 公 営 企 業 法 第 26 条

の 規 定 に よ る 繰 越 額 に

係 る 財 源 充 当 額

円 円 円 円

677,852,000 14,750,000 692,602,000 0

35,200,000 669,100,000 0633,900,000

21,274,000 △ 20,450,000 824,000 0

0 0 0 0

区 分

予  算  額

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 流用増減額 小 計

地 方 公 営 企 業 法

第 26 条 の 規 定 に

よ る 繰 越 額

円 円 円

16,950,000 0 37,873,000

720,428,000 16,950,000 0 737,378,000 37,873,000 327,256,200

130,325,000 0 0 130,325,000 0 0

22,678,000 0 22,678,000 0
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継 続 費

逓 次

繰 越 額
円 円 円

1,232,832,200 0 42,919,261

42,918,346

915

決 算 額
予 算 額 に 比 べ

備 考継 続 費
合 計逓 次 繰 越 額 に

決 算 額 の 増 減
係 る 財 源 充 当 額

1,058,702,000 936,516,500 △ 122,185,500

円 円 円 円

366,100,000

366,100,000 1,035,200,000 912,700,000 △ 122,500,000

0 0 330,000 330,000

△ 15,5000 824,000 808,500

（うち仮受消費税及び地方
消費税 30,000円）

決 算 額

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額 備 考
合 計

地方公営企業法

合 計第26条の規定に

よ る 繰 越 額

1,189,912,939 0 0

円 円 円

1,102,507,200 1,059,588,854 0 0 0
（うち仮払消費税及び地方
消費税83,189,744円）

130,325,000 130,324,085 0 0 0

0 22,678,000 22,678,000 0
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（単位　円）

825,316,420

14,539,325 839,855,745

671,996,665

137,805,516

97,498,505

549,575,156

141,972 1,457,017,814

617,162,069

12,620,000

8,500

102,155,000

109,863,000

153,848,330

948,995 379,443,825

27,360,862

6,628,477 33,989,339 345,454,486

271,707,583

2

原 水 及 び 浄 水 費

(3)

(2)

営業外収益

(5) 長 期 前 受 金 戻 入

総 係 費

営 業 費 用

営 業 損 失

令和２年度いすみ市水道事業損益計算書
（令和２年４月１日から令和３年３月31日まで）

給 水 収 益

配 水 及 び 給 水 費

(1)

(2) その他の営業収益

1

(1)

営 業 収 益

経 常 損 失

(1)

他 会 計 補 助 金

県 補 助 金

(4)

減 価 償 却 費

支払利息及び企業債
取 扱 諸 費

(4)

3

資 産 減 耗 費

(6)

(3)

営業外費用

雑 収 益

(1)

給 水 申 込 納 付 金

(2) 受取利息及び配当金

雑 支 出

(5)

4

(2)
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403,060

99,171 502,231 △ 502,231

272,209,814

645,026,162

0

372,816,348

当 年 度 純 損 失

その他未処分利益
剰 余 金 変 動 額

特 別 損 失

（1）

（2） そ の 他 特 別 損 失

5

過年度損益修正損

前 年 度 繰 越 利 益
剰 余 金

当年度未処分利益
剰 余 金

- 6 -



国 庫 補 助 金 県 補 助 金 受贈財産評価額 開 発 負 担 金

前年度末残高 6,577,084,031 124,965,000 0 0 0

前年度処分額 0 0 0 0 0

議会の議決による処分額 0 0 0 0 0

利益積立金 0 0 0 0 0

減債積立金 0 0 0 0 0

当年度変動額 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

剰　余　金

資本剰余金

0 0

除却損への補填

処分後残高 6,577,084,031 124,965,000

令 和 ２ 年 度 い す み 市

一般会計出資金の受入れ

0

0

当年度末残高 6,577,084,031 0124,965,000 0

資  本　金

（ 令 和 ２ 年 ４ 月 １ 日 か ら

企業債の償還

資本剰余金の受入れ

当年度純損失
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（単位　　円）

工 事 負 担 金
そ の 他
資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金
合 計

未 処 分 利 益 剰 余 金
（△は未処理欠損金）

利 益 剰 余 金
合 計

0 0 124,965,000 645,026,162 645,026,162 7,347,075,193

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

（繰越利益剰余金）

645,026,162

0 0 0 △ 272,209,814 △ 272,209,814 △ 272,209,814

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 △ 272,209,814 △ 272,209,814 △ 272,209,814

（当年度未処分利益剰余金）

372,816,348

645,026,162 7,347,075,1930 0 124,965,000

剰　余　金

資本合計
資本剰余金 利益剰余金

水 道 事 業 剰 余 金 計 算 書

0 124,965,0000

令 和 ３ 年 ３ 月 ３ １ 日 ）

372,816,348 7,074,865,379
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（単位　　円）

当年度末残高 6,577,084,031 124,965,000 372,816,348

議会の議決による処分額 0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

（繰越利益剰余金）
372,816,348

令和２年度いすみ市水道事業剰余金処分計算書

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日）

資 本 剰 余 金
未 処 分 利 益
剰 余 金

資　本　金

資本金への組入れ

処分後残高 6,577,084,031 124,965,000

減債積立金の積立

建設改良積立金の積立
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1　業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益 △ 272,209,814

　減価償却費 549,575,156

　引当金の増減額（△は減少） 253,517

　長期前受金戻入額 △ 153,848,330

　貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 850,762

　受取利息及び受取配当金 △ 8,500

　支払利息 27,360,862

　未収金の増減額（△は増加） 40,039,568

　未払金の増減額（△は減少） 505,230,437

　たな卸資産の増減額（△は増加） 3,653,750

  その他流動資産の増減額（△は減少） △ 70,920,749

　資産減耗費 141,972

　小計 628,417,107

　利息及び配当金の受取額 8,500

　利息の支払額 △ 27,360,862

　業務活動によるキャッシュ・フロー 601,064,745

2　投資活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出 △ 976,399,110

　負担金等による収入 23,786,500

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 952,612,610

3　財務活動によるキャッシュ・フロー

　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 912,700,000

　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 130,324,085

　財務活動によるキャッシュ・フロー 782,375,915

資金増加額 430,828,050

資金期首残高 1,051,470,396

資金期末残高 1,482,298,446

令和２年度いすみ市水道事業キャッシュ・フロー計算書（間接法）

（令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）
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1

(1)

イ 643,738,724

ロ 604,908,516

△ 312,866,328 292,042,188

　　　ハ 24,996,274,390

△ 16,146,189,521 8,850,084,869

　 ニ 3,193,599,379

△ 2,555,940,046 637,659,333

　 ホ 8,122,387

△ 6,383,826 1,738,561

ヘ 45,068,409

△ 32,266,164 12,802,245

ト 319,145,160

10,757,211,080

(2)

イ 700,000

700,000

10,757,911,080

2

(1) 1,482,298,446

(2) 187,353,716

(3) △ 464,853

(4) 21,606,735

1,690,794,044

12,448,705,124資 産 合 計

無形固定資産合計

建 設 仮 勘 定

電 話 加 入 権

流 動 資 産 合 計

貯 蔵 品

固 定 資 産 合 計

令 和 ２ 年 度 い す み 市 水 道 事 業

現 金 ・ 預 金

有形固定資産合計

土 地

建 物

資   　産　   の 　  部

無 形 固 定 資 産

工具器具及び備品

構 築 物

( 令 和 3 年 3 月 31 日 ）

未 収 金

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

貸 倒 引 当 金

減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

流 動 資 産

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額
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（単位　円）

3

(1)

イ

2,015,504,181

2,015,504,181

2,015,504,181

4

(1)

イ

135,334,397

135,334,397

(2) 820,603,988

(3) 100,000

(4) 6,126,573

(5) 1,000,000

963,164,958

5

(1) 9,688,987,564

(2) △ 7,293,816,958

2,395,170,606

5,373,839,745

6 6,577,084,031

7

(1)

イ 124,965,000

124,965,000

(2)

イ

372,816,348

372,816,348

497,781,348

7,074,865,379

12,448,705,124

国 庫 補 助 金

負 債 合 計

当 年 度 未 処 分 利 益

負 債 資 本 合 計

資 本 合 計

剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

企 業 債 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

資　　本　　の　　部

資 本 金

引 当 金

企 業 債

企 業 債 合 計

建設改良費等の財源

に充てるための企業債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

固 定 負 債 合 計

企 業 債

建設改良費等の財源

に充てるための企業債

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

前 受 金

貸 借 対 照 表

負　　債　　の　　部

固 定 負 債

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債

未 払 金
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注記 

Ⅰ．重要な会計方針 

１ 固定資産の減価償却の方法 

（１） 有形固定資産（リース資産を除く）

・減価償却の方法  定額法による。 

・主な耐用年数

建物 18～65 年 

構築物 ５～80 年 

機械及び装置 ４～60 年 

車両運搬具 ４～６ 年 

器具及び備品 ２～15 年 

（２） 無形固定資産（リース資産を除く）

・減価償却の方法  定額法による。 

（電話加入権は減価償却の対象外） 

  ２ 引当金の計上方法 

（１） 退職給付引当金

現在、職員の退職手当に係る組合負担金は、千葉県市町村総合事務組合市町村負担金条例

第２条に規定のある一般負担金を除き、一般会計がその全部を負担することとなっているた

め、退職給付引当金を計上していない。 

しかしながら、現在の状況から変更がなされ、今後水道事業において追加的な費用負担が

発生する見込みとなった場合は、必要に応じて計上していく。 

（２） 賞与引当金

職員の期末手当・勤勉手当の支給及び当該手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当

年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

（３） 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収不能見込額を計上してい

る。 

  ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 
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 Ⅱ．貸借対照表等関連 

  １ 引当金の取崩し 

  （１）賞与引当金の取崩し 

      当年度において、期末手当並びに勤勉手当及びその手当に係る法定福利費 

の支出のため、賞与引当金 6,101,424 円を取崩した。 

  （２）貸倒引当金の取崩し 

当年度において、債権の不納欠損による損失が発生したため、貸倒引当金 

797,565 円を取崩した。 

 

 Ⅲ．セグメント情報の開示 

  １ 報告セグメントの概要 

     当企業は、水道事業のみを運営しているため「水道事業」のみを報告セグメ 

    ントとしている。 

 

  ２ 報告セグメントの営業収益等 

     当企業は、水道事業の単一セグメントであるため、記載を省略している。 

 

 Ⅳ．リース契約により使用する固定資産 

  １ リース取引の処理方法 

     リース料総額が 300 万円以上のファイナンス・リース取引については、通常 

    の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行う。 

     リース料総額が 300 万円未満のファイナンス・リース取引については、通常 

    の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行う。 

 

  ２ リース会計に係る特例措置 

     地方公営企業法施行規則第 55 条及び地方公営企業法施行令第８条の２第１号 

    の規定により、リース会計に係る特例措置が適用されるため、所有権移転外ファ 

イナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処 

理によっている。 

 

  ３ 賃貸借処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リ 

ース料相当額 

１年内    7,101,720 円 

１年超    4,162,400 円 

 計    12,095,600 円 
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